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総括基準（自主的避難を実行した者がいる場合の細目について） 

 

 

（総括基準） 

１  自主的避難対象者が自己又は家族の自主的避難の実行に伴

い支出した実費等の損害の積算額が中間指針追補記載の自主

的避難対象者に対する損害額の目安となる金額（４０万円又

は８万円）を上回る場合において、当該実費等の損害が賠償

すべき損害に当たるかどうかを判断するには、①自主的避難

を実行したグループに子供又は妊婦が含まれていたかどう

か、②自主的避難の実行を開始した時期及び継続した時期、

③当該各時期における放射線量に関する情報の有無及び情報

があった場合にはその内容、④当該実費等の損害の具体的内

容、額及び発生時期などの要素を総合的に考慮するものとす

る。  
２ 賠償の対象となるべき実費等の損害としては、以下のもの

が考えられる。  
1 ) 避難費用及び帰宅費用 (交通費、宿泊費、家財道具移動費

用、生活費増加分 )  
2) 一時帰宅費用、分離された家族内における相互の訪問費 

用  
3 ) 営業損害、就労不能損害（自主的避難の実行による減収

及び追加的費用）  
4 ) 財物価値の喪失、減少（自主的避難の実行による管理不

能等に起因するもの）  
 5) その他自主的避難の実行と相当因果関係のある支出等の

損害  
３ １及び２により実費等の損害を賠償する場合においては、

当該実費等の損害のほかに、中間指針追補記載の上記金額（４

０万円又は８万円）のうち精神的苦痛に対する慰謝料に相当

する額を賠償するものとする。この場合において、賠償の総

額には、中間指針追補記載の上記金額（４０万円又は８万円）
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が含まれているものと扱う。  
４ 賠償は、本来は、個人単位で行われるものであるが、実際

の和解案の作成に当たっては、家族等のグループに属する複

数の者（滞在者を含む。）に生じた実費等の損害を合算した

り、これらの者に係る中間指針追補記載の上記金額を合算し

たりするなど、グループ単位での計算をすることを妨げない。 
５ １及び２に準じて算出される実費等の損害の合計額が中間

指針追補記載の上記金額（４０万円又は８万円）に満たなく

ても、当該実費等の損害の合計額と３による精神的苦痛に対

する慰謝料に相当する額とを合算した額が中間指針追補記載

の上記金額（４０万円又は８万円）を上回る場合には、前記

１から４までの基準を準用する。  
 本件事故後に、避難指示等対象区域及び自主的避難等対象

区域のいずれにも属さない場所からこれらのいずれかに属す

る場所への転勤を勤務先から命じられたが、家族のうち妊婦

又は子供を含むグループが転勤先に同行せずに二重生活が始

まった場合には、前記１，２及び４の規定を準用する。  
６ 本件事故発生時に避難指示等対象区域及び自主的避難等対

象区域のいずれにも属さない場所に住居があった者が自主的

避難を実行した場合において、当該住居の所在場所が、発電

所からの距離、避難指示等対象区域との近接性、放射線量に

関する情報、当該住居の属する市町村の自主的避難の状況な

どの要素を総合的に考慮して、自主的避難等対象区域と同等

の状況にあると評価されるときには、中間指針追補及び前記

１から５までの基準を準用する。  
 
（理 由）  
１ 中間指針追補には、「中間指針追補で対象とされなかった

ものが直ちに賠償の対象とならないというものではなく、個

別具体的な事情に応じて相当因果関係のある損害と認められ

ることがあり得る」という記載があり（中間指針追補２頁。

同趣旨の記載が、対象区域につき３頁、対象者につき５頁、

損害項目につき８頁にある。）、個別具体的な事情により相
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当因果関係のある損害と認める場合の基準を定める必要があ

る。  
２ 自主的避難の実行に伴い支出した実費等の損害が賠償の対

象になるかどうかを考慮する際には、中間指針追補に表れた

各種の要素を検討するのが相当である。賠償の対象となる損

害項目については、政府指示により避難した者について検討

された項目に準じて検討するのが相当である。  
３ 実費等の損害を賠償しても、精神的苦痛に対する損害は賠

償されていない。そのため、中間指針追補における自主的避

難対象者に対する損害額の目安（４０万円又は８万円）のう

ち、精神的苦痛に対する損害額とみられる部分を賠償する必

要がある。  
  このようにして算定された金額（４０万円又は８万円を上

回る。）が賠償された場合には、中間指針追補記載の金額（４

０万円又は８万円）も賠償されたものと扱うのが相当である。 
４ 家族などのグループ単位での避難が実際には多いと思われ

ることから、グループ単位での計算も、個人単位での計算も、

和解案として許容されることとした。  
５ 実費等の損害の合計額が中間指針追補における自主的避難

対象者に対する損害額の目安（４０万円又は８万円）を下回

る場合であっても、実費等の損害の合計額と３による精神的

苦痛に対する慰謝料に相当する額を合算した金額が上記損害

額の目安（４０万円又は８万円）を上回るときには、当該合

算した金額（４０万円又は８万円を上回る。）を賠償するの

が相当であるから、１から４までの基準を準用することとし

た。  
  また、本件事故後の転勤命令により新たに避難指示等対象

区域又は自主的避難等対象区域のいずれかに勤務することに

なったが、転勤先の放射線量等の影響を考慮して家族のうち

妊婦又は子供などが転勤先に同行せずに二重生活が始まった

場合は、子供又は妊婦を含むグループが自主的避難を実行し

た場合に準ずるものであるから、前記１，２及び４の規定を

準用することとした。  
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６  避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域のいずれに

も属さない場所に住居があった者が自主的避難を実行した場

合についても、その者の居住地が自主的避難等対象区域と同

等の状況にあると評価されるときには、自主的避難等対象区

域居住者と同様に扱うのが相当であるから、中間指針追補及

び１から５までの基準を準用することとした。  
以上  


